
Ⅰ　抗日民族統一戦線と土地政策の転換
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延安時期にbける中共の土地政策の展開
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I 抗日民族統一戦料と

土地政策の転換

中国共産党は，すでに日本の東北浸略（1931午，

9月18日〉以降，いくたびか宣言を発して抗日を

呼びがけていたが， EJ:¥5年8月1[J，か主ねて［抗

日救国のために全国同胞に符ぐるの書」，いわゆる

「八一宣言Jを発した。ここで中共は，祖国と民

族の滅亡を救うために，各政党，各界，各軍隊iこ

対L，内戦を停止してともに抗日する三とをろ 7

たえ， その具体的な提案として，問防政府，およ

び抗日連介軍を組織するよう呼びかけたのである

くまl) 
0 

この後，大長征を終えた紅軍主力が険商省北部

に到着してから， 19:¥5年11月のUllと18日にもあ

いついで’（，；言を発し、 「抗H反蒋J をうったえた

ほ 2）。 しかし，抗日という政治状勢に対処する中

共の政策が明確ι打ちださ；！lたという，意味におい
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て心：要であるのは， 19:-15年12月末に開催された瓦

窯儀会議での決議であろう。この会議において，

抗日民族統一戦線を結成するための具体的な戦術

が討論されるとともに、土地問題をふくむ政策転

換が決定せられた。 「当面の政約状勢と党の任務

についての決議」（12月25日〕〈注3)' および毛沢東

の報告 rn本帝国主義に反対する戦術についてj
(lfi]27日） UL4）から，その内界をうかがうととがで

きるo

1. f瓦婁隻決議J「命令第2号J(1935.12) 

ごの「瓦客集決議J(12月決議〉と「毛報告jで

指摘されていることは， まず日本の中国中心部へ

の侵略によって，中｜過の各階級の相互関係が変fむ

しfこことであるつつまり労働者，農民およびノトブ、

ルジョアジーはいうまでもなく抗日を要求してい

るが，民族ブルジョアジー，島村の富農，ノト地主た

ちも動揺して抗i11こ参加する可能性がでてきたこ

と， さらに地主・買弁階級の陣営においてすら完

全に統一されていないこと，である。したがって，

日本による全面的植民地化を救うためには，「令中

国，全民族のすぺての革命勢力を動員し，結集し，

組織して， 当閣する主要な敵一一一日本帝国主義と

売凶奴の頭目蒋介石tこ反対」しなければならない

し， rv、かなる人， し、かなる政党，いかなる武装
部隊， いかなる階級でも，日帝と絡に皮対するも

のならば，す

を）長開jしなければならなU、ととになるであろろ ω

ここで蒋介石グループ。が統一戦線からはずされ

ているのは， 当時，蒋が日本と妥協し，紅軍を包
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開・攻撃し， jJ'CH運動企弾圧するなどの反助政棄

をとっていたからであった。いわゆる「反勝抗日J

の段階であるリそしてこの統一戦決を発展させる

ために，従来の「ソピエト労農共和国jという呼

称＂＇c:..ソビJ一一 i人民共和国」と改めゐなど、 ・J!容

の1IY:i~転換云決定したのであるく

「12月決議」でとくに注目されることは，民族

ア＇＂ ／ノヨアシーと富震に対する政策転換である。

前者に対しては，共和国内への投資を歓迎し，そ

の私有財産Lワ保護と商工業の発肢を拘している。

そして富農に対しては， ［財産はほ収せず，高農

の土地は，封建的搾取の部分をのぞいて，自作お

よび雇用耕｛↑ーをどわずいずれも投収しない。二ミ村

でいっさいの土地を平等分配するばあい，議；践は，

貧：了：・雇農が分配されると同等U)i：地の権利を有

するJ（’ 6〕ことをIリ］九かに Lfこのであるりところ

で’~IJ:, 11＇.！月決議 Jfとおいて術検政策の転換が

提＇1'主れる以前lこ， こjlノどi司じ原l(IJにもと／山、た

具体的な命令が発せられていた。何幹之も， 19: l fj 

ij lゴn6 ~, l二，¥1 JLごget央
めることにこ J一コU、て I}）決定Jを公有iしたと述，＜、てU、

るi，也：、そのr1す'fr；土明ら／1‘、守なU、〔ii7〕ι しかし時期

(r-1じみてこぴ） i i）！：定jい、最近われわれuiI¥ Lふ

れることに必ず》た｜中華ソピ 1二卜共和！問中央政府

執行委員会命令河口甘j (1935年12)]1513〕：引を

指してし、るか， そうでなくともこれとほぼ同内容

のものであ，ifころうと推定される。

二の「命令弟2号Jによれば， fl本帝国主義の

侵略と蒋介石の支配によって， 中国の農村経済は

回侮しがたU、状況におt)＼司、り， 1：：誌はソピ t ト革

命に対する敵視を改め，反帝国主義と土地革命の

闘争に同情しけじめてい。。 したか7 て，＋ri:11・討

梓I))j革命戦線を拡大十ゐために， 同；実に対ナる政

策合変更しなけj＼，ばならないとして， 9 Jfi Uの只

体的措訟を明示Lてし、る。その大要は「12月決

議事」と同様であるが， さらに，動産・役膏・耕具

についても封建的搾取に使用するもののほかは没

収しないこと，統一累進税のほか徴発や特別課税

はしないとと，富終の商工業経営と労働カ雇用の

1・1由を保障すると止が述べられている。ただし，

紅軍や武濃部隊に参加する権利， および選挙権は

まだ認められておらない。

2. 「土地政策に関する指示」 (1936.7〕

1935年12月に富畏政策の転換が確定されてかム

約半年後に， 「土地政策に関する指示」 (1936年7

月22日〉が発せられている〔注9），とれによれば，前

午12月以降， 土地政策の面，たとえば信長・小地

主政策，階級分析，若干の特殊な問題等に関し多

〈の重要な政策変更を行なって，広範な人民の支

持をかちとりヲ成果を収めている。だが，さらに

汁建的残余を清算しラできるかぎり広範な統一戦

をう l1たてるために，現行の土地政策に検討を

力11え，必要な変更を行なわなければならないとし

ー亡、 10工l'！はにわたる.il細な指示を明らかにした。

それは， づぎの上うに要約される。

主ず地れについては，いっさいの動産・不動産は

没収さ;fr.＜：，が， 自分で耕作する土地とそれに必要

な生産用具は分配を受けることになった。ただし

分間地の立と質は， その地域の農民の意見によっ

てきまる（第2項〕。ついで小地主に対して細かな

配慮がなされている（第3項）。本来かれらは社会

経済的地位からみて地主階級ではなく，小所有者

であった。にもかかわらず土地革命期〈江商ソビエ

!・ff寺代〉には，「自分で詩作せずに，他人に貸し出し

て小作料をとっている土地はいっさい没収する」

政策にもt／）いて所作地を没収され， このことが

中間階級動揺の大さな原因となっていた。 したが

つ
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小作に出すことが許された。 もし宗氏の要求でか

れらの上地も没収・分配するばあいは， 相応の代

i貨をはらうことが保障されたというく，［ 10）ぐ主らに，

J也主であっても抗日軍人あるし、は抗日事業に Lた

がってレるもの， つ生り開明紳士：の上i也について

も没収が停止されノた〔第4攻）Cl11¥, 

つぎに富士：につ，，、てみると， 日也：存ifill期には、

富農の土地と余分の生産用具は没収され，一定の

条件下で比較的劣悪な土地を分配されていたc こ

れが先の「12月決議jでは‘ 士地？と主序：用具ιとも

封建的搾取部分のほかは没収されたくなり， もし

良民，｝）要求で没収されるばあいでも，一一般農民と

同肢の土地を分問己さhることにな v , t：。 ところで

この「指示」にいたっては，単に［店長の！二地，お

よびその余分の生産用兵（民兵・役ぜ？t）はし、ずれ

も没収Lt;;. ＼、｜（第，5l｝＇［）とあるだけで，封建的搾

取部分の没収に－) ，.、てはなんら11・及されなくなっ

てレるつ これは，その地域の農民が没収を要求し

ないかぎり、 吉良の土地所有権と財産権は完全に

保障されたことを意味しよう。なお出~の生産；）若

旦を借用する；工あいは， 相応の報酬を支Jムうこと

になっfことし寸，JLる（ I 12! 0 

このほかに p 大主去の雇農をやとっている民主経

営者の土地の処理の問題（第6項），高利貸の禁_l］ニ

と貸借利子ネの制限（第8r民入 上i也の貸出しの詐

りと苛酷な貸出し条件の禁止（第9項j iこっし、て

もふれている。帯9項は，すでに開明紳士や小地主，

富誌の土地所有権が承認されたからにはち然の措

置であろう c これは，減税減，巳、。i、作料と利子のみ引

き下げる〕政策へ転換する端初とみられる。

3. 土地没収の停止う減額減怠への転援

自i）述のように， Ens年12月段階のもtr 1民族統一

戦線には蒋介石グループcは排除.'s;hて」、fこG しか

し日本の華北侵略が深まり， 日本と英米との利害

4 

対立が激化するにともな JJ て，英米と密接な関係

をども〉てL、た特介石の対日態度が変わる可能性が

でてきたりそこで中共は，いっそう統一戦線を拡

大し‘ T(ちに圧力をかけて抗日に転じさせる政策を

左ったり いわゆる「逼蒋抗fljの段階である。す

なわむ19:lti年5Ji 5 l::lに中共ははじめて直接にIEi

民政府あて［停戦講和一致抗口」の公開電報を発し

し l:l)，反蒋のスローガンを取り下げた。つつL、て日

丹2513の国民党第5期2中全会あての書簡（＇ I14!, 

および9}-J17日の中共中央の「決議」（1l!S）にじい

ては，従来の［人民共和国jのスローガンを「民

主共和国！のスローゲンに改めるとともに， もし

全国で統ーした民主共和国が樹立されるならば，

赤色地iベはその構成部分となり，地区内で民主主

義制度を実行すると， 国共f,-f乍のff.建を呼びかけ

fこ。

以上のような中共側のたびかさなる譲歩と国共

{t作の只体的な提案， そして全国的な抗日運動の

高まりにもかかわらず， 国民党iJlJJは依然として態

度を変更せず、根拠地に対する包囲・攻撃をやめ

なかった。だが19:16年12月121-::1に西安事変が突発

し、蒋介石が監禁主れ， 「連共抗日jを受諾して

から，第2次ltlゑ：合作を再建する素地が回まった

のである。すなわち，蒋の釈放後、翌年2)J iこ凶

民党第5期3中全会が開催されるが，中共はこれ

に包報を発して， もし国民党が内戦停止，言論・

集会・結社の自由，各党派等の代表の招集，抗日

戦の準備，人民生活の改者などの5項目を国策と

して確定するならば， つぎの4項目について保障

することを約した（.， 16）。それは，山国民政府をく

つがえす武装暴動を停止すること、（2）ゾビエト政

府全中華民凶特！｛II支H'.f，紅軍を国民革命軍とそれ

ぞれ改；的、L, 1fi ；；（中央政府と昭事委民会の指専を

うけること， (3 ） ~-'il{II支J{fJ出i人内でそf;・.i虚選挙による
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徹底的民主制度を実行すること， そして最後に（4)

地主土地の没収を停止すること，である。 この3

中令会では，民主統一派と親HiJ店との間で激しい

抗争ノ1；：行なわれ， 「赤禍根絶案jなる決議が採択

•• ~れているが，実質上は以上の中共の提案を受諾

することになったのである〆； 17)

このように中共は1937年2月に，はじめて地主

の土地の没収停止を公表したのであるが，毛沢東

は同年5月3日の報告「抗日の時期における中国

共産党の任務」において， 没収停止の理由をつぎ

山ように述べている。 , 1/11付の武力衝突を停止さ

せるために，共産党は，地主の十J住を暴力によっ

ぐ泣4¥lする政策をやめるつもりが点、川土地問題

以，新しい民主共和国を建設する過程で，立法的

な方法および別の適当な方法で解決する用意があ

る。中国の七地は，日本人のものなのか，それと

も中国人のものなのか。 これがまず解決されなけ

れi~ふらない問題であるコ if1同をIVJ/討するという

よ前提のもとで，農民の！：地ll'r]題を解決するi:J,J::,

止力的な没収方法からおJぃ、適切人： ）J法iこ転換す

ることは，ぜひとも必要なことであるJ0Uil8)0

1937年7月7日には瞳溝橋事変が勃発し， 日本

の全面的な中国侵略がはじまったo 中共はいち早

く翌813には抗戦よびかけの宣言を発表するとと

ι；士、 15日には国共合｛乍台！？？を国民党に手交した
い m。一方国民党も日本の全面進攻iこ直面して，

特介石が7月17日に鹿山で抗日の談話を発表，つ

いで9月22日， 23日には，先の中共の国共合作成

立宣言， および中共の合法的地位を承認するとい

う蒋談話が公表された。ここにいたってようやく

正式に第2次国共合作が成立をみたのである。そ

して，抗日にあたっての中共の土地政策としては，

7月23日の毛沢東報告（・1 20), （抗H救国十大絹領」

Ci各川会議における決議） (, I 21）で明らかなように，

土地没収から「小作料の引下げ，高利貸しの制限J

に転換する（すなわち減租減息〉ことが確定された

のである。 しかしすでに中共は隙甘寧辺区におい

て， 19]7年3月以降地主の土地没収を停止してお

り， さらに同年5月12日には選挙条例にもとづい

て政治的にも地主，富農，資本家の公民権を回復

していたのであった（注22）。

4. 若干の考察

先にみた「12月決議」， 「命令第 2号」および

「指示」によって， いわゆる抗日初期における中

共の士地政策の輪郭がほぼ明らかになったであろ

う。 ところでこうした政策が明確化したのは， 1

年余にわたる長征をへた中共中央と紅軍主力が陵

商省北部に到着して聞もない時期である。陳北で

はすでに劉志丹らによって様拠地がつくられ，

1934, 35年には徹底した土地分配を行なっていた

いお〉。 したがってこの政策も，限北における土地

革命の共体的経験にもとづヤて決定されたもので

あろう。どがより重要なことは，この政策が，単

に険北f二けではなく， 1927年以降の江西を中心と

Jる上地革命の錯誤と欠陥および諸経験を総括す

ることによって形成されたものであることだ。

この時期の中国革命は，反帝・反封建のブルジ

ョア民主主義革命であり，民主主義を要求し，帝

国主義に反対する広範な中間階級に対して， でき

るかぎり連合するか中立させなければならなかっ

たにもかからず，土地革命期tこは中間陣営と第三

勢力を否定し， ブルジョアジー，富農に反対する

極左的路線に支配されていた（注24〕。 このような極

ix.，閉鎖主義は，土地政策の面では富農の消滅（悪

い土地の分配一一富農分壊回〉，肉体扇での地主の消

滅（土地を分配しない一一地主不分間）， という処置

となって現われた。 こうしたやり方は，毛沢東も

指摘しているように，抗日の時期に採用すべきで

5 
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ないばかりか，土地革命期においても誤りなので

あ＇） t，こUt25】＂

この土地政策における極左的偏向は，瀞絡会議

〔1935年1月）以降に指導権をにぜ＼、た毛沢東と中

Jl：中央によ？てフ 同年I三月の瓦ト工作会議I：おし、て

基本的に是正されたの－である。 「12月決議」（35年

12月）から iHl戎j (36>1 7 月）士で lこ約－~fi「ゆず

れがあるが， 1935年米と思われる時期にす・でにT.

llljが「指示」と l王ぼf,IjI句作の土地政策iこJぺ、て報

官しており i2G l，抗日初期の土J[I）政策は， l2Jl決

議」の段階に確定していたとみてよいであろう。

ところでヲ この時期の上地政治iよ，すでにみた

ように，地主土地の没収・分配という土地策命の

原只lj をいささ泊、も変）えするものではなく， JU~ i: • 

u農に対する.!:.i.翼的な政泳を是」じするものーにあっ
たc しかし中共がJi察情会議において提起した抗

JI民校統一円fU;;llこは， I i本帝国しぷと終グ「｛I iャ以

対するあらゆる階級，階層がふく虫れており，さ

r，：二：i年グル・－ ：ですC》やがて日本との；矛Ji守を深

め， これに加わってくることがP恕されていた。

士た「民族 i：~＇.命だけヒ興味をも t，，土地本命には

興味をもた仕し、ものもを：）JllできるJil.27）ιのであ
った。地主の土地の没収政策は，こうした統一戦

車トI)i奇想、とは明らかi二千j百するものである。 した

がって中共は，すでに「12月決議」の段階におい

て‘土地：革命から減手t1休日、政策h ，転換すら民主Ifと

よL体的な段どりをもっ口、たとみなければな（）な

い(1]28）。 とのことは，つぎの事情によ〆〉ても裏付

肘九九ょう＇ J lJ:¥6年7I J 30日， q1 ,J士、yどこv ト政府

商北支部土地委員会主席であった正観j械はヱドガ

ー・スノウ；：.trし，土地政策に’.，，，、て先（｝i I 指示！
（同年7月22日〕とほほ［品内容の抗IIJIをしためと，

「現在政府は大土地をのぞいて， すべて士ー地の没

取を納めないか針でJ・, Fょたちはた規終／ii11う矧1:

6 

を行なわなくても貧農の支持が得られるかどうか

比ょうと， 実験してL、るとこ乃です0 •. 一｛費財ι
手i川、を10%にに軽減するのです。地代の完.i':

撤｝j't,はもう行なし、：I;せん。ただ収積の立ii＇｝｛，に制限

しています」と述べている（，， 29）。

このように，抗日初期における土地政策の転換

泌程を通観すれば， そこには！て地革命期ドおける

機lr：路線を是正する課題と，抗H民族統一戦線の

発展のfてめに減租減息政策＼転検する課題とがふ

く：！：：.れてし、る。つ＝七り，政策が転換す石要因と L

て，たしかにお島教授も指摘されているとおりー

プコの安一同をあげることがでざ上う o －~）は， ij1

間本命の佳務と階級関係に関する中共の玉虫論が発

！？こしたと止であり，他のーっl土、抗日戦争といろ

新しい政治情勢がI見出したことである。 1lfi者i'i'

主としてブルジョア民主主義革命における富農に

対する討11111の問題で占み， 後行；土，抗il 戦争にお

ける地主に対する評価の問題となるであろう。そ

：て， 二円三つの課題は， けっきよれよ:titfl戦午

に対応するなかで，統一的に解決されていったと

みなければ‘ならない(;130〕。

Ci上l) 山t口重量'-'c'i(吋阿コ鼠 I((,;J 〈筑浮，；：1：与 1970

1r), 319ベージ。版文は， l守l筆『中国新民主主義・，f命

':l:参考資料』， 263ペ ジ以下。

OU) 刻家 ii'1, ILi 手命史成；·~Ji （中jJi＼人J-1';大γ：／1¥

）似川， 1962年）， 302ベージ。なおllJl28日の「J'!Lfl救

¥t1 宍三J,,n文u,rr・六沢東1fJ,'.'fr 5巻 Ur.'fl紅，1970
1f〕， 9～11ベーγ。

(113) 『：丘沢東m』， ;;g5巻， 19～40ページ。なお
この今！ず:J.主主多野10:.『中国共j杭吃史』， 71'16 巻（11与•！（

通信む， M和36il), 187～215ページ。 ,'(j;,,l{i士『－

i！！収]I;q』， ~'\l 吟（新 11 +:11',Wdl・, 1965年）， 372～ 

375ベ」ジ。

(It 4) ll'e.,J( •ti泣甘』，第 1 './j, 199～237ページ。

(l:t5) 福島正大『中国の人民民主政権』 （東京大

学tH版子三 1965:qつの市2編第 1京第 1節ヰ参照。

( /l (, ） 『1三；1• •11 11 .n.司（＼ :, ;:; ' 3()ぺ，



Ⅱ　減租減息政策の性格と内容
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（注7) 何本：と『中L凶現代革命吏』（ 'l尚書店，19回

年）， 191ベージ。

（注品〕 『ヒ；！（東年J，第5九 13～14てージc

（注9) 「関於土地政策的指7ft」 （『七ii＇.東集』，第

5 .［主〕，63～65ページ。ところでこの全訳は主主乃総「抗

日人民戦線と土地望書官員：：：J!;;}Jの：！ 1C紹介？れてレノ〉（波

多野乾併『中間共産党史』，第6P!是， 631～633ベージ〉。

CUO) 『：l I.DJ選象J，第1君（影印；：；， i及古 ,i；陀，

1970；ド）， 97 ＂－ージ。

（注11〕 『てれ東選＜.！:JI, ~喜 2 竺， 84 しジ。

Cil.12) 『上川選芽、J，第 1i:l,, 98ベ J。
(1113) 『も沢東都J，第5巻， 47～49ページ。は

ば全，,I'J 『1三1,j i望号』，第 1缶、 375～377ベー／。

(IU4) 『色／）（}lf集.ll, 第5｛主， 67～76ページ。守二
要部ノJ ，，司、UtIr' UJ｛茸T；，，ド｛！？』， ii 1巻， 348～353＜ー

ン。

Ctn::,) 「 I• 凡関がパベー運重＇！(i; i＇奇形市：ヘ ＇J.，主主！if:lf!s; 

｜’l’J i'!cふ」（附華『，1,r同1b(;Jじi二義F下命受！芸品名貸手、U,269 
～272べ－＞〕 t ＜＇.「iこ11！；：応文 l卜・，花。また ・ilfl訳l.t 

『re ,1，泥ffJ、XI1 c, 377～379ベ－ > 
(/116) 『巴ii（司UEq』，な1'll醤， 378～379ページ。
(i,17) 凱 i｝ 『tJL11 J,~ ，•対抗 .，，を線教駅J 〈中心リヒ

れ，民凶2711), 64～65ペーシ。

(/18) 『 ＇.東j:/t'if』，沼 i¥, 365 ＇.ージ。

(/l:19) 「中夫 rt•火九日 W.illiJ:父 i蓑 fl与摘通電j，「， 1,ctt

中央為公布悶偽A-1'1＇官； f」 （明率『中間新民主主務午

命史τJ存資料』〕， 353～356ベー／。

C il,20) 『 ~iJ｛東選集J，第 2 巻， 9 ページ。

(i工21) 『： i｛東選1，』，第2{ic, 20、 ジ。

（注22) 林！（1渠「陳甘寧辺区政府士、I辺氏第一凶参議

会的:l.i"I報告」 （『侠 ll•l'I 辺区多：長会文献；討ヰ』， ii’F 

出店正租， 1958年）， 14ベージ。

(.l:23〕 『杭日戦争fl＇／期解放区概況』（人民出版社，

19日斗〕， 5～ 6ベーン。野晶ii高f抗日戦争時間 中

関共産党心土地政策についての資料（2）」（『愛知大学法

経論詰』，第62,, ，昭和45年）， 118ベー＞ o

（注24〕 「若1の陪史的問題につL、てしり決議」（lrf

沢東sri，向， 3巻）， 242～244ノ、ージペ参照。
（注25) 「政策について」（『1：沢東選集』， ?it2宅金〕，

564＇ジ。
（注26) 壬~月「新形的ヤー新以滋」（『J_ IIJJ）き！t』，：；； 1 

巻）， 63～107ベ－ ；：。とくに97～98ベ叩ジ参照。
CH 27) 『C,) よ東選守、』，第 1t¥ 216 ＜ージ心

(/1.:28〕 波＊聖子乾 『中溺共産党史』，第7巻，41～

42ページ参照。

(il:29) 仁ドガー・スノウ，小野回・都留訳『中共

雑記』 （ぷ非自， 1964l－）の第5意土地革命を参照。

（注30) 市民3和対trtA日時期の中共の土地政策」

er東洋文イ仁研究所た咲』，第10Hit, 1956>-I ), 507ベ F

〉／。

II 減租減息政策の性格と内容

l. 統一戦線政策の…環としての減租減息

前節でみたように中共の土地政策は，抗日民族

統一戦線の進践とともに転換をしめし，減租減息

政策として帰結をみたのである。この統一戦線は，

大地主・大ブルジョアジーもふくめて，抗日に賛

成するすべての階級・階層によって構成され，一

致して抗日にあたるものであった。つまり日中戦

争の勃発によって， 中国と日本との矛盾が主要な

ものとなり， [kl内矛！古が従属（YJなものにな pfこの

であり， したがって抗日民族闘争という大目的の

ために階級闘争を従属させることが必要となった

のである。

しかしこの統一戦線政策は， たた無原員ljに妥協

と譲歩を行なうものではなく， 「政党と階級の独

立性をたも九，統一戦線における独立自主をたも

つ」ととが要諦される（IL!〕。中共はすでに独自の

統治地区と政権をもっていたのであり， 「特別地

区〈辺｜丘）と紅濯のなかでの共産党の指導の確保，

国民党と共産党の両党の関係における共産党の独

立性と批判の自由の健保J，このことが中共にとっ

て譲歩する限度であったCil2）。 したがって国民党

とは，一方で孫文の革命的民主主義ないし［抗戦

建国綱領j (1938年3月国民党採択〉，ある1d土［抗

日救国十大綱領Jを共同の綱領として連合すると

同時に，他方，国民党の抗日と民主主義に反する

7 
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行動に対してはたえず批判し‘間争するものであ

った。 ／）主 l）連合と闘争しTJI両面をも／－）ものfこt pた

のであるつ したがって、統一戦線政策にもど＂ ; ，，、

てソビ、工卜政府は中華民国特区政府に改組され‘

紅軍も国民革命軍と改称されるとともに，特区内

で普通選挙に上る徹i応的な氏支制度（のt）；こ 1-：三

市l」し :J） として具体化）を実行することにな－ ＞た

が， q1共のtm尊権がーはして保持された三とはい
うまでもないη

ところで減租減息政策も，以上のような統一戦

親政策の重要な一原を構成するものである。抗［=l

古川こ行なった土地政策一一 ; j持者ー有共同J（農民に

土地を） i土、かつて孫丈が提起した政策であり，い

わば徹底的な民主主義であるつ中Jl:/J：この時期に

土地革命を停止したのは、 i中！ιiがり自問題山解

（訪 中国の地主の大多数は抗Hであり，一部

の開明地主は民主的改革にも賛成しており、連

{-t-J-，こぎであるの

(3) 由民と小プルジョアジー， 民族フソレジョ

「ジーは、 中国の＇－＇ j面の比較的すすんだ勢力で

あり，資本主義的性質の富農経済は奨励トこき

c－あるυ

二ω原以IJにもとづけば， 士i也政策としては地主

の汁建的搾取を完全に消滅させるのではなく，農

民を援助して封建的搾取を軽減するものになるで

あんう。 ！主体的にi土、地主側は／トil料と平1］子ーをつi

下けなけれは、ならないが（減報部九官、）， 他方農民側

も地主にけして確実に小作料と利子金支払わなけ

れば！，， ムtn、（交組交息ふ》 さじlこ実際の）庖行に際

し亡it宅 ！；巳民， f也了l：のどれらか一方の側にたつの

決を必要としなヤとし、うのではなく、 も，と多く でtttcく，双方の利益を調整する方針をと－，て唱

の人びとをと結集して H本，，i'r凶主義とたた心‘う／こ 双｝fvJ合理的な要求をみたすようにするのであ

め」（＇I 4,であった。それゆえ τ 減税i減息、政策はラ る。地主の人権，政治的権利，土地所有権、財産

もとより良民が抗11の主力であり， その要求と利 権ltいうまでもなく保障されるつ

益をできるかぎり充足させらとL介即日！Jにたつも 2. 広範な民主改革としての減租減怠

のであるが， i司H寺に地主に主fしごもそ円平IJ益を擁 j成租｛液，巴

護し司詰一権利を脅：w：するという立1易一を頁くのであ づi：き下け、ることであるO だがi口中i;i五iこJ主し、て，地

るO つま，）それは， i'.l氏とJ也主（I）双方Aび〉手lj益を？；｜ミ 主的J:f也所有制にもと f）く搾取形態は，単にi:'.fio本

障するとし、う二＇）の側面をもうて L、るのである。 地代や高利貸に止まらず，農民は，半奴隷制的な

だがそこに連台と闘争という両協iがふくまれてL，、 雇役をは工めさ支ざまな経済外的搾取や身分的支

ることもiy:J，・，かで主）ろう。 配をうけてし、た。 したがってそれは，減租減丘、だ

こうした減租減息政策の性格をもっともよく示 けではなく，苛酷な小作・債務関係を合理的に処

しているのは，中共中央の「抗日根拠地の土地政 理するという，広範多岐な民主改革の内容をもっ

策に関する決定」 (1942年1月28「i採択）川引であ ものであ／〉た。つぎにその具体的内容につし、てみ

るっこの決定によれば，中共の統一戦線、とその七 ょう（＇ 7）。

i也政策は， つぎの2ー：つの基本原則を出発点にして ( 1) 小作料は，抗日戦前の小作料額を基準に

いる（L6J。 して一律25%引下げる（二五減手立）。 そして最高

11）良民は，中国の抗日と生産の茶本的な力 額を正生産物収穫高の37.5%1こ制限した。これ

であり，援助すべきである。 l士山中目農村の小作料額がほぼ収量の50%に相

8 
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当していたという実態にそくした 1》円であろ

つの

だがこれは「定租」ないし「死租JといわtL 

る定額小作に関する規定であって守このilか「活

租J（メIJ分小作）につL、ては収量の；l(l':,,,（隙it寧）

ないし35%（普糞魯漆）， 「｛火種｜， 「伴稀」(it8 l 

ではやはり収量の40ν｝（決廿事〕 t.Cv＇し日（）%（子i’

糞魯l弘行察糞），また「安庄稼_J('iν，ではil'Z量の

45% C隙甘~）と定められている。

(2) 併金，抵当の利子家、を年 I得1]（幸子綴若者）な

いし 1',liJ 5分（険tt恥 A柊魯議）に，JI雪下げる

（一分減息，分半減息），

なおこれは，後述するとおり IA債を処浬する

際の基準とされたもののようで，抗日後の貸借

関係に J ) ＇，、ては， あctf）碍子をf江く：＿， C停滞さ

せtn,;r,勺配慮されたしかし， i崎n11ムi，「呉
虫利J，「条lj皮利J, 「出門利」， 11甲子銭.J, 「現

十日利」、「大加一」，［児子手lj」といつた多様で7

酷f仁｛：；手！JU'の形態：;t守 ．律に禁止さ），1.fご。

(3) 不合理な小作・債務関係はつぎのように

処理された。

まず第 1は，正租〔f好定の小作料）以外の，い

わゆる定額外搾取に J 入、てであって‘ これには

以下のとおりさまざまな形態が存在したが，一

律に禁止された。

（イ） 収穫前における小作料の先取り，およ

び小作契約時における多額の小作保証金の徴

収（領収地租押租）。

（ロ） 「大糧J, 「雑秘J, 1,1、在lJ，；送工J,

「送礼jといった所定の小作料以外の封建的

貢租，無償労働，謝礼など。

川 「荘頭JC荘園管理人）， 「ニ東家」 （元

請小作人〉などの又小作による中間搾取。

（ニ： ［大斗j （実際より容量の多い桝〕の使

用による不正。

第 21土，小作権の保障についてであって，主

どしてぺぎのような措置がとムれた。

(,{) Iト11'；契約は一律に書面契約によるか

（晋察葉），あるいは書而， 口頭双方の（f'あヤ

も証人をたてるか，郷長の証明が必要である

Cr決It寧）.，

（ロ）特別の事情をのぞいて，地主は勝二日二

小作地を回収できず，合法的に回収するばあ

いでも小11'人の生活を阻慮し，双方を澗停す

る。

州ブ｝くノj、作権があれば｛利下｛し，なし、は、あL、

は， 5年以上の比較的長期の契約を締結させ

るc

() 契約期限がすぎて， J也j：が土地全小f'ic. 

入質， f己tqH二f,J-するはあい，従来のノj、fl人が

この優先権をもつものとする。

第：1は、｛衿余や小作料の滞納にともな勺m一向
処理の問題子ふる。

l[l{責を処理するばあいは，先の利子率引下げ

によって年利1割ないし l割S分を計算の基準

とし，すでに利子支払νが元金を越えておれt工

手lj子支払レをやめて元金のみ返済し， またすで‘

に元金の2倍を越えておれば，元金・利子とも

に支払いをやめることとした。なお小作料につ

いては，一般に1939年末以前あるいは抗H戦前

における滞納分の支払いは免除された侍JO）。

（注 1) 「統一戦線における独立自主の問題」（『モ

沢東選集』，第2巻）， 261～266ページ。

（注2) fi,l仏

ン 。

（注3) 辺区の政権機関の構成において，共産党員，

党外左派進歩分子，中間派がそれぞれ3分の lずつ山

める制度。

（注4〕 『モィ：F.京選集』，第2巻， 35ベージ。

〈注5) 野！日11,・,r前掲資料（l)J（『愛知大学法王子論

9 



Ⅲ　減租減息政策の展開と問題点
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i弓R

！五共；，r,重／Jを強化lt~ リ

I i本軍の攻惣l土根拠地に転仁、

’1'2十抗戦： 三ii'jドid{J土fょIJ、

i契失巨ii'i後l土ー

'1) lリ‘t11!1 ・: i J rr1，年，.~ ＇お ll1iJぴリメ！t;nil'1;vJ；；リL1、ど，.，

II tご，！｛がし、／〉そう十Ji拠地攻撃を強化ゴiをWtで，.t,
したため，恨拠地は縮少L，財政経済は極度の同隊｛

1941年 1月に第 2［，－，］の反共iHi漸，

幣／，ri,l

人’！っ）引を；JU日干の主力恥がふん；！>;llて，総務iJlli,
－
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発反して行く O)iJ,j¥l：重｝jといマ yfこlf＇；で只｛本｛ヒし，

第 lt，ーと 4、同難であっ J七第三段階か人である。

L、j,(fそろ Lた諸政策が）］＇；目立される i品wFlし［rlt.y干
• >(['!'1 ' I. 

減私i減，E政策 i,(1(Ji, HI析であ，' I：二とみ心れよう。
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紘一戦線とITl;!lcf,friE，初期をのぞいどはたIJ、

J . ・1 ' '.1 1''1' ; ;・, / ーソえすikl l 1;; tt 1tulによっておびやかされていたG（ 

中共1t'lにした統一lj'tた線uぺ：i余曲折にともなって，品
川
］i也i刀小J’lj、に Il司＇＂し｝「

小－ ＇ふ，C:I 9) 

初期には，統ー戦線uじノ｛jO'lfM,¥j[,jが生じてし、る。占：・ ' ' ' '. ! iえ1つ・1; L二ノ切 le, I 

f心. J .; ・,J'r，，；い＇ C> 

！ ζ ー？？、、、 ι，‘宅、

I • 

I.':,, ・J 11, II；♂l 

[<f二1'J
て•＇（／）独立・ i’J 主を汗定する王11n の才i"'llぞ口干11見主義

' Jt 

のちには， i豆民党の反共高潮にJうミJi,,,Ji,lLfこが，
I 110 I Iiわi叫・： 弥 I:1,.:,,9 11;1, (, UO) 

Xtずる反動として，しばしば左翼的偏向が生じたの

減租減息、政策の遂行のうえにも

つぎにその展開過程を概観して

このIP.Iの事f青は，

j瓦i吹さhている0

3井.tう。

' .J., f(I 'JI, 5] 3 

V・&fl1iri.《f,;1,tl1;ffiの!ttl.HJと[r1山出，（i、田

滞租；成，Sの展開

i五！：ltよず中jt中央が所主した限甘寧辺区では，tj.1 j七ji!JJか （，み11rt-> s円い，i,,)1る抗111被ごft；上、

つぎのようなす片品1{Hh足立後に上地政策のlfiiーで喝

を ~！五 じたし 2)。

', pャ－

:~) -j ／.仁t, /:,, l(U7～；！（）＇ii・'・ ：：段階にわけ「、れる。

JCH:l～，！，＂iii' i'.'f'; l段階、 lリ11～，j'.!{f.工第三段階，

まよfi：地分配を行なっていなL、地区の士）
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日l段［併のわ'J.l切に（1‘ii本＇ir.力、九段階である

その土地所有権をJ~~につし、ては没収を停止し，

1'1~ 11,;H !., o 

同共同のWH系も k

か｝たたれ、t正IitJH却Lr也は土討すYi-.Jrt人t/:=' f :'. /J; ii( 

I《〉

!TJ民党軍攻砕に主力を集中し、



(2) すでに士地と家屋を没収された地主が辺

氏に帰〉てくれば， 一般農民とl司係のi二地と家

庭を fj・，：；＿’公民権を同｛Ii-Iζ＇＂ 

(3) ;;'.i:F6iこL:J也を貸／1＼すばあい， ；川；Ii／，（小ii:

料を禁じるほかは， いかなる干渉もしない。

これに応じて多数の地主，宮農民が辺区にもどり，

なかには政府機関に参加して積f私的に協hするも

のもあったといJ）れるのだがlii'fiT、-]'ftl (/) J山主・訂

農には，この機に采じですでに没収された一IJ也・’荻

原や破棄された債務を返済するよう農民を強迫し

たり，ひいては国民党と通謀して破壊活動を行な

うものさえでてきた。 このため附ti・察では、 19:)8

年5月に布告を発して，分配l也や破棄された債荷

など人民の既得の利益を守り， lil巨J:.:i提出動Iを｜新岡禁

止するよう指示している（i3 l。

つぎに他の代表的な辺l又 汗銭安辺l三と；1i;,;::

魯磯辺区についてみよう。こうした抗日根拠地は，

H本軍に対する遊撃戦の展開にともなって，戦線

の近接地｜式：や背後地区につぎつぎと形1戊され拡大

して行った。この経緯をみると，まずH本軍の進攻

をうけて， 中国農村の古い政権機構が動揺・崩壊

し， これにともなって農民の小作料不払い，不正

反対，合理負担の闘争が自然発生的に生じる。こ

うした状泊の中で， 八路軍と新岡’ギは，各界の人

土を結集して旧政権を改造し，民主的政権機構を

樹立（正式の成立はほぼ第2段階以後〉する工作を進め

るとともに，農民を動員して遊撃隊，義勇軍，自

衛軍を組織し，抗日戦を展開していった。だが農

氏を真に抗日へたちあがらせるには，減税減息、を

中心とした民主改革を徹底しなければならない。

つまり抗日と民主とは不可分の関係にあるといえ

よう。早くも1937年末ごろ晋察長では，戦地動員

委員会が暫定的に政権をとり， i成租減息、，抗日家

旅の優遇唱 同賦徴収の停止，／，＇！＇ Ii＼雑税の廃Jl：を実

焔したといわれる山一4〕。 しかし総じて1937～39年

の時期は，各地Jjとも辺氏政権樹立の過程にあり，

l ／：・抗日戦、の動員たL、う軍事的側面にjゴ力がヂ

そがれていたのであって， まだ民主改革を大衆的

にi!iめるまでにいたっていなかった。

かくて中共中央は1939年 1月に「大衆工作を徹

底することに関する決議」を各地の党指導機関に

発し， ）（衆τ：作をいっそう強化して減租減息政策

合徹底するよう上う呼びかけた（！日。 晋止を魯i海で

i.-l:, これをうけて19:39年冬から減租減息，併樋

（食I誌の借受け）・賃金引上げの闘争を展開して

し、る。 しかし，あたかもこの時期には第1回目の

ば共許可潮が起こったために， 減租減息運動は， l司

氏党軍の進攻に対する報復， あるいは幹部の経験

イよj止もあって，根左（r,Jffti I/ 11にお九いってしまったの

このためあるJ也！べでは尚乱して農村の階級関係が

緊張し，農村の統一戦線の維持が危くなったとい

うし I 6）。 El40年4月の中共中央北方局家城会議で

は， こうした左翼的偏向の是正については強制し

たものの，減租i氏自、を通じて十分に大衆を動員し，

桜拠地を強化すると U、う方針については明確に提

起しなかった。 このようにして1940～41年の2年

間，大衆運動は沈滞してしまったといわれる（ii7）。

つまりこの時期に，減租減息政策は，多くの根拠

地ではまだ普遍的に，真剣に，徹底的に実行され

ていなかったのであり，若干の根拠地では，一部

で実行してャるが，他の地方ではこれを宣伝のス

ローガ、ンにしているだけで，法令も公布していな

かった。あるいは法令を公布し，形式的に実行し

ていても，実際には真剣にやられていない， とヤ

う状況だったのである山8）。

ここで中共中央は，以上のような各地区の状況

を詳細に研究し総括したうえ， 1942年 1月28日に

「抗H根拠地の土地政策に関する決定」を公布し

I I 
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た。そして各地の党員が減租減息、政策を真剣に実

tT－づ一るよペ l!fび、；j込けたのであるz これit，抗日時

期の士i也政策の桜木原口ljを｜明らかVLt-す＇っとも

な決定であよ：， i)'-, 4二川公布以l払川m減息、U:1:/:
策は，各；立区に才jlィ、て大来的基礎（，＇）上に徹底して

実行されていった。それは，公布のあと各辺l又で，

-) ＿，，.，.のよう／工，＼宇治ll／，：土地{t；令が111－，し、で必ず行され

ていることか九もうかがわれよう。そしてそれは，

抗liの第：li交階），＇）附， ふたたびi以降地／；白：：JJ）、大• 1t 

J足していくのと符合しているのであるし 9lげ

晋主将家辺fベt地使JIJ暫行利付（f1}1!、1
10章鮒条， 1942年10月11日公布C,1 10〕。

決甘＇， tiIゴ［夏｜寸む租fill条例草伝 i i, i;t:l7糸‘

1942干｜二12JJ29rl公布（，ii I)。

れば， ti.費偏向になるであろうし，反対に農民を

発劫させず， Jjl.fこiこから行政的に命令L，統一戦

線の維持t＂ けを脅え，地主側の利主主にのみ Fl~tr 

ければ右翼偏向になるであろうο 先の「決定Jに

J口、て， /]ii＼；租減，E、政策が徹底されなし、のは rJ也主

が実行をこばんでいるからではなく，党と政府の

［作員ぷfi,rt，の関心もはらわず，宮荷主義的な態

度をど什ていることにあるj と，幹部の工作態度

ト二その以内を求めているのは注日され上う (iil4)0 

しかし何よりも政策実行にとって困難となったの

は、抗II 1rt長の遂｛寸であ／〉ただろう

辺［；＜：に対して「帰蕩」，「ミ三光J（殺し，焼き，奪いっ

くりをjJEめ，ほlt党軍ξ彼fifM1軍の攻繋もやむこ

とがなかりた。 またこれと通謀する地主側の破壊

l手？を『， J21イfI lltlfi'L日、み刈J- <> ,~',' 1:,J,, EJ,t: ｛！日劫にむけ処しなければならなかったのであるの

11'ソn4 n j~ 術（.， 12 )" 以 L仁川えて？？及し亡おくぺきことは‘減租減

2. 実施の困難魁 ι政策に対して不した地主側の抵抗である。抗日
1'1iJ(l）経;1/,:でみん｜；うに、減租1'"¥(,IJ、政1Xrを深く｛’）：

Ji2させることは宥必なことではなかった内それは，

r_;;:r;1な農jい〉徹lょした立九あがれ＇）う交に行な f〉

れるものであるが，農民の前には地主的土地所有

宙I）；こもと＇）く三位→体（地 i，高fiJft，商人）の支配

体制が牢聞として存在していた。にもかかわらず

杭租減息政策は， I也主び）士地序；＇fr権を

本来先鋭であるf也主．農民間の矛盾を抗日のため

に従属させ，農民と地主の双方の利益を保障し，

調整するという六場をftかなければならない。し

かも小作問題の具体的な処理にあたっては， いた

1、んに階判対立を（散発し，紛争を生じさぜること

なく，説得，説明，調停，仲裁の方法をとることが

要訪される，，ill3）け〉ように復雑・微妙；＼：内容をは

らむ政策を，農村の末端で実行することは明らか

仁容易なことではない。法民を発fYJしなけれはな

らないが，地主側の利益を無視して統一戦線を破

12 

εI己主改小：：こ賛成する三く一部の開明紳士をのぞ

き，地主階級にとって，この政策が単に封建的搾取

合併減すと〉にすぎ与し、ものではあっても，やはり

甘受することのできないものであろう。たとえば

晋宗主北1LLr:互の基本地iべでは， 1943年秋までの l

年聞に約1万件の小作争議が発生したが， その庄

倒的部分：.t，地主による小作料の増額，小作地取

上げによるものだったといわれる〔iJ:15)0 こうした

地主側の抗抗は， つぎのような形を通じて行なわ

;/11'こ。

(1) 小作料を引き下げなし、か，不徹底にしか

っiき下げなν心地主は小作人を威したり顕した

りして小作料を引き下げず， また表面は引き下

げても裏面では！日状のままであった（明減時不

減）。この状況は山間の僻地ではとくにひどく，

晋糞称橡太行区の平！！阪では， 小作料率が37.5%

以下であるのは，全体のわずか13.2%であった
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121 ,J、（＼十主主：｛是rιし， 小fl今地主取り 1-.1fるυ

A＜小作権， あるいは小作・質受・買受の俊先怖

をll'iりIii, 主た「主1為cl）入官.，／己却をやり， i主

治ZJなどしII ff!! flj で •l 、 flJ也をJrz1> I・ : i!ム u、どL、Wl

，.：・：土、 j,i］じ（太行｜玉川f11!1ltl•松明十iで i 上、 1J、n:
生家，sc,！卜11'地内川 .!Jりそ
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3. 実施の成果

！、rfii&のとお I), ／成程減店、政策i土、定砲にあたっ

て大きな困難に直面し、 またノ左右しり偏向を犯しな

がらも‘ l¥J.J:l年以降はしだいに件i旦！大で定若しご

いコたそして大－：，・ パfではあるが，：＼11I！戦争終結

v'11CH11i；こは‘ 11: It＇ギ；土じめ ；＇： (I) （也山jユi心＇＞.nよそ
；：分山三山地域にわfこ＇I・c実地さjtてL、jことし、；j)

れる 1 is,u }1H長；こ，政’糸実h主役（I）丹足以に J ノL、ぐ

1/"fしてJjきたL、c L、うまでも7(＜、 JJ1-'J)')ijlil]it 

政；，：＋L川前IA ＇~ j Li'こ］也j戎のものであふ，

「お li二、 1］、（＼ ll tJ~1ll王山主され司 I. ／；，七u庖，n'l,'f ': 
F主 Iヰu品(i 、二 t とっし、て小fr半1~rが〉とめらj L 心よ .・） ト二

月ιった。 てVl-'I;：しレ（担Ht‘背女官、先太hi人c'l禁城

: ¥I)サ村， jr,Jじく干il[fj,JI）力村であ Jて、 11ti一吉；：上平均r；、

/'1ごI十＂%＇＜ l5.7 '¥,/;, ,・, I fi.ら三川八、 後行はら7.(i9＇＼，かん

ゴ＇）.~.j ，，下 l小 1 た 刊しまた．仁！出生産品ふ；こ -L！こっ

く／ト作lト字決定の l（付企示ずと；~； 1 /:(.nとむけて

あり，これによ〆jてt｛止次主J)/1ぜ（！，＇，］

3寝1表 i1l｛，＇，企t!'lliUこよるノト、／1れ4、fノ［

げ貨魯ff;辺［.｛太行区s手し月1、t耳t主j戎
( lji.｛在： りら〕

上手畝 2 il・ :i ・l 日ご卜 9 l 1Hi2'IT行6 ＇~’ 2 石
斗『ノ‘以下以上 n1-. I以k'J'J. ！－：以上刀、土
生産量

山 2f 2s 30 I :is :-17." i 
19,1:l 2s 27. s :=io , ::12. 5 :is :11. s I 4り
1944 10 14 I 16 I 20 23 , 2S I 27 

(ll¥1Ji) /rJJt制『 ドl本石川1Hi'!,l巴（！＇.）！＆；、d （人l(;/I¥ 

：：りI:, J957;fつ， 129ぺージ。
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F

t

I 1942年 5Jli'l首i
'1' l;'t I 1942"1ミら月後！
: 1944年査減｛を i

37. 80 i 37. 02 I 11 . 56 
46 . 79 I 54. 87 I 11 . 54 
55.20 I 60.85 I 

4パ% I rn.9自 I 4.57 
42.12 I 20.05 i 4.6') 
33. 33 j 17. 01 I 

1.8民 I 0.25 I 1.57 
0.95 I 0.39 I 4.2G 
0 .49 I 0.18 I 

'" ,11, L之主〈

1942']~ 5 J ! 1¥fJ 
1942年5J1 後
1944司A査~－主 i長

I 1942年5J1 i'iif 
If/ ：；ミ 1942｛ドsnjを

1リ44{[.'fJ'~主it

C/1 ＼所） 第 i},dこ！ぃjじっ 127ぺージ。

（バ） 1942;1:sJJには太行i玉全）1，£でi¥kfll減，l!、が訂以

われたυ 川44{F冬かん芳年春にかけ，大t¥;l,慌た

11¥,1,&.J (11HIL減）之、の｝＼怜）運動があった。

.W,3表ノ］、f1:料引下げの前｛をにおける

f干i結局の｝：地所有状況

-YHよ辺ii,:5力十f

f千断層の戸数／1干F持層の土地） 1戸当たり平均
！智！骨片戸数 （小 限土地面積｛九~，±±il.lftr有（可匹敵）
I 1940 J 1945 I 1940 I 194.S I 側 I1945 
1·~ I ーっ ！ 

llli-l: I J.8 I 2.4 30.3 9.o . 595 350 
・1:(tきI 10.8 I 8.3 ! 24.阜 17.5I 218 i 185 
,Ht i 2s.s I 44.o ! 27.5: 49 o 102 12s 

貧農 I53.41 42‘o ! 16.3 ! 23.5 : 29 50.4 
扉艮！ 5.2 i 2.0 i 0.85 0‘4 I 16 23.5 
その他 1.0 I 1.3 I 0.25 0.6 

（山;iJr) 李成瑞 T中華人民共和国農業税史稿』 (Lji 

11J財政経済／II版社， 1962！.ド〕， 59ぺージ。拙訳者，

59ページU

Ul) l!HO午二一小1n1っIHfが不徹底， 1945{] う［

r：げぶ倣JJ'to

13 
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霧 4手足 19:!7～42午、り［j:ri日Jic:.JSけ今日也i開示日）変動
－官ま然襲辺l引七岳区9県25カ村 （単位：華畝〕

T 「一五 1瓦働五i辰一副会 一員｜占 則合一農 I~ ；而占王業主
｜売ti'，し I 4 I 1. 3 I 492.必！花5.附 I1，崎1.3 I 1,320.6 I 4.5 

土地の売日｜ I I I I I I 
l買入れ1 29.5 I 102.15 I 6的8θI 1,192.18 I 113.77 l おお｜ 60.叩

｜質入れ 1 o I 3 I 44 I 188.53 I 175.94 I 423.1 I 4.:-i 
_I：也の入長｜一九 一｜ I I ! I I I 

｜質受け｜ 6.2 I 16.24 I 401.23 I 496 I 85.35 I 418.5 I 98.15 

（出所） 治3表に同じ， 60／ てージc

明2忙， 小作形轡がt王とんど定額小作に単’｛ヒ

された。小作期限の多くは 5年以上に定められ，

了＇舌租J （メリ分，］作〕， 「1＇＼種地じ f安広稼jtrど

は基本的に廃止された。

宅3仁，以上i.cどの討fW〔として，農村守の：U¥t

移動が進み，階級構成がを化したc 第 '.2j健、第：i交

でJみるように， il,;i)f且減，忠、般にt土地主・μ践の1J1{J

l山バ，，；.減Fかしていら＇）に u舎かえ， ！？主民J)j;Jr有11'¥ct 

WIimしてL‘る。凶4去の土地の必買・人質問係で

' fムふと， JJ也を・：＇じ却しよこし＇）』主主として！ ib.日

であり，これに対して土地を買い入jLたのは中段－

C¥ :;'k.ts 上（＼＼原票＼~ ，＼.つ－ ~- ,, ＇る。 ぺ主り 1'iしいI':;':, 

fじの現象がみられるのモある。 このように減手ll減

-~ 政策fI fl. I土， JI建的符Jlx:のl¥;:JlilH二1LI ：＞も山〈
はあ •＿） ても， Ill幾村における地主の対処！杓搾取の

！孟台はIt倒的iこ強大で，U〕 2 ) 7こがゆえに， での1/iJ:Ji(

した実・施は，地主的土地所有帝JJの基礎を大きくほ

りくずすものであった。 したがって政策徹底の結

果‘農民負担い符しく軽減され、その生活は改7ち

され，生産に対する意欲は高まり，また抗Flの意

識も大いに高揚L之のむふる。

なおここで付記するならば，農民の負担軽減，

I活改；（＇°；，生産 l＇，］上の J長1¥1とL-c, こしり減租凶，U

，・，よかl二、 ）~＇tr凶の tfli 仁ぇ／｝台 jl\'.(1'Jt社！I政策を（！！

；の， , , t, ;j L, ／υμ））呉氏政策会凡なければならなレで

14 

あろう υ 周知のようにIll中国の農民は守招雑税

（雑多でま設い税金〉に苦しめられ， 正税に数倍する

付加税、さら，.二数倍する持派（初当て〉や兵差（軍

隊に対ナる負担）が課せられていた。徴税機関は腐

敗しており，地全負担の農民への転嫁，不正・中

間搾取は日常茶飯事であったo 辺区ではこうした

日目雑院をヤ pさい廃止するとともに， 「農業給；

宇一以j生間｜卜二川本；化Lt-., これによれば公開（現

物l]'k業科i)(J:,lヘ；：iたり山王子均収入が多（なるはど

.¥?j主的に税率力、：；（：jく／；：り (tごと支ばl¥'l'.fj・軍事でい及低

4り｛円般市／j35%），この結県，所j誌の多いl也主， ’,~r 
~tvJ flJll/1多く氏るが，所得（／）少ない貧・濯践は

悦くなるか免除される。 さらに地主，’出農ω所：fr

Jill f•こ iJ IJ出財Vi＇：税が｝JI！散され／こ，nにたiL，主＼］（0)

小（ドj也 i'liN"也での収監につL、てa生産費と小{1:

れを控除してぷ脱したQ こう Lた r11銭出~t！の

公平台理的な負｝L［政策は，農民負担を大幅に軽減

1るものであったい：20ノ。 このほか農業資金山低利

貸付政策および究助・協同政策については省略し

ておきたU、。

(u1) rr WとIL¥!,,;j (If Li: Z梨よ/I;1U, tit :3送〕，

201～219ベーノ。

OJ 2) 林｛（1恨「1liiff¥報告」（『限111管沼区参議会文

献前Wi』）， 15、ーシa

(fr :1) 「！1'/'.l川・ 11,Vi・＇；・／川白川区政府治ぺ路軍 iを）) 

',;'/ ・:t 1・ ;;1；如；＇， ! (lj" t: ti｛中A生』， ，＇｛＼ 2巻）81～84- > 

C. j」 4) 『li't.111臥下11¥ )IJJ解放i生慨iji'..lJ,26～27べ←シυ
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Ci.主5) i'iこ，i¥、韓若者 u・ ‘ j,,\j 干 tおおi捜［＿：t111~rii.! ,-~ -Ji( 11 

戦小和市抗戦守ι時期 （•＇］E主党魯重量＇.!Jf.｛烈日』 （人iで出版

紅、 1957年）， 117ベージO

L主6）斉 A: , 118ベ－ / 0 

〈注7) ih¥, 118ページ。

(il 8) 「十JL［］恨胤I也の土地政tJH－：.関寸心中Jlヰ）Jh

l'J J定 JC『中！iii/）二fl也法I，日程ff料集ιIll{布τ：45年〕， 86
、

J、齢凶凶 〉／。

(1主9) だ J• 「 i'i ぷ糞ム！反hv＇：委（'. ~'lil) i•·'i.租お策·ft

徹；二関τlプ折：i"」 （「中E主的放じi疋重止法ぐ＇ ；じ』〕 71～

86ページによれば， 1943年後半においてなお実施に際

し～の芯ぐ＇， ' l；施dlイ徹tr7！；指tけされ ζl＇：：，。
(,110〕 『，1，国，，＇土地法関係資料昔’』， 66～85べ－

c;o IUjff.l:初の公司iは1941年llJJ，じ〕ちにl943if・・ 9 JJ 

と1945年日月に補正三、布っ

（注11) 『中間の十地法関係資料-If.JI,96～104ベー

ジ。のちに1944年12月「条例UJとし、通過。

( lニ12) 『1i11'i舟＇／ I／；地ド重要止令11.r, ,19～61 ぺー

ン。

(IL13) 『lドHWI Jij(J也M,fi: E止法令此』， 74へ、ーシ。

(iU4) 『111!.t4v: I j也u.1;:4i,r行料'lJI, 90ベーン。
(1U5〕 『 •l'itslW（政l也lメ民生長法令処』， 72べ』ヨジυ

C, 1:16) fi A, 121～122べ・ ;/ o :;c；；小川川ふ40～
80 ') ; // 80 •；；，も l ウ， 80%J1.上 h ] {/j ) -J、f':H ・f 6.8 

%i'iめていた。

Cil:17）汁i,,122 , -, 

c.1,rn・1 ;.tr手 r,,,l姐三：U¥i.,,Bl：粁斗：』（1i• ii( ii I,.;, 
195l"l-'), 267へ也ジ。

( 11:19) fr,,', 128～129 < ・ ＿，，.。

(/1加） 4，必 l品：， !iii沢『J}/fヤ l•lijJJt,1－~恥，. a:u，支』（／

ジア経済研究！？じ 1968f1:),W 2 ＼＇？，を~）＼（＼。

む び

以L いわゆる延安時期の中共の土地政策につ

いて， そ，；）形成・実施の過程をと中心に概観しこみ

fこ。 モれは，地主と義民双方の手l]Ji;'i:を配慮L，調

整すノムど‘、う仮雑・微妙な内'f＋をしっtνりだった

ごと＇／；、ら．実行の主体的な側面におし、て多く（ nt/'i

Aも生じたことは白lfJ占したとJ) IJ仁、あるu 政策’k

B包の対＇）Ji!；か農業生庄の発展によ（＇ lJiiわれるのは，

i長範的なががすがj区ベコ伽辺区でも 部の中心地，，

i＂；に限定されてし、たかもしれない位 1)0 だがわれ γ

われが見逃してならないのは，客観的状況の閤難

とU、う側面であろう。すなわち日本箪と国民党軍

のきびしい攻撃と経済封鎖があり， 1941年から43

1ゃにかけて，華北では大子害が発生した。二うした

なかで農民は，抗日戦のために大量の公横を負担

L，労力を提供しなrtればならなかったのである。

最後に一汗ふれておきたいことは，減租減息、政

策の意義についてである。幾度か繰返したように，

この政策は，封建的搾取の軽減にとどまるもので

あり， いわ；ま妥協的な，改良的なフゾレジゴア改革

である。 しがしこれを徹底することは，前にみた

とおり封建的地主制の基｛誌を大きく堀りくずもの

であり， この点において画期的な意義をもつもの

であった。 したがって，この徹底的実施は， ~1」凶

ωばあい，共産説；の指導ドに農民が革命的に翻身

（立ち上が／〉）すふことなくして：土不丙I従であ p

/;: 0 本来この被但i攻涼は、 「二‘Ii；誠tllJとしし

［＜）~6｛ド IO月山 !Jilli'.:党中央聯席会議の農民政綱で決

定をみ， さらに国民政府によって19幼年（jJlに制

ど公布された「中華民国土地法J第177条に採用さ

iし℃L、るものでんる＇ 2 l" JJi: r I Wl v> q iJt：山一uむt13乙
；京も二οJJ;(tlリに iしとづくもので占｝つ／こ。 しかしU-4

l¥'j'i;Lt' この土地法ω施行を1Y:l6年：lJJ主で延期i

し、その後はまったく実施を放棄してしまった。

こうした改良的なブルジョア改革ですら， 国民党

は実行に移すことができなかったのである。

毛沢東は抗日戦終結をH雨Hこして，減程減必攻

:lrl iこ〆八、て「もし特別の支障がなければ， われわ

れは戦後もこの政策を実行してゆくつもりであ

り‘ まず全国的範囲で小作料，利子の引きさげを

主現し，そのうえで適切な）j7liをとり，段とりをと？白

って“りれrjーものに！二j也を”をj主fJ主jるj と述べ

Iラ



1971010018.TIF

てU、る｛臼
段階において重要な役割をはたしたのであるじ

各党派よりなる民主主義的なi車合政府構想への配

j：葺もあるであろうが， この減租減息自体， I諸民党

が実施しえないという立味において画期的な改革

なのであり， 戦後，国Jt介fr：の決裂，内i阪の進行

とともに，必然的により革命的な土地改革へ転換

する展望をもつものであった。事実，戦後に中共

が土地改革を実施したi民 J"xtli減息は、その第1

(/1:1) 今堀誠ヱ「延安政権におけるナショナリズ

ムと階級闘争」（IFアジア経済J，第11巻第6号， 1970

{fっ乃土地政策Jザiを参照。

(;t 2) 陳 ~Iii主， m淵俊一訳『1/1[1ilJ：地法』 （大作

汗，昭和19.q,.),255ページ。！京交Lt『地政月刊』， 7;j'¥I 

?MJl 3期（19331i::),31ページo

Cit. 3) 「迎合政府について」 (!Fl：沢東選集J，首1
1ソ（£）， 371ベーージω

アジア経済研究所刊行 l川

アジア経済調査研究双書第184$i'.

近代中踊対日観の研究

UJ I l 一郎￥i

i¥ 5 'f司／￥向。

アジr合見る銀第38朱

印・パ分離への進

一一あるイスラム思想家の悲劇一一

16 

A・デ ｛著 佐藤宏訳

B6変型／￥ 4（地

社民党結！えJJJJかん今日まで， ii井、民放役論， nH与の大控政策

批判など1・ぐHた論考の行l[[Jににじむ日本観を根底的にすく

いi：げ〈克明に分析。孫文，毛沢東，その他文学者，党など，

朱めた文脈；J!UJIなく膨大。従来の中国研究の空1'1を埋める

べく投げかけ／！日l麹は，主主々 の主J,1，観批判にまでも及ぶ。

カンディーの.Ip，：；力思想、がコし、に fンド・バキスタンの分離

独立を河1みえなかったように，イスラム的暴力担、；惣は純粋な

るがゆえに，イギリス帝国主義，悶民会議派，ムスリム・リ

ーグの三つ巴えの権力争いの渦からはじき出されたのであっ

た。今なお分離独立の傷あとに悩み，且iで血を洗う宗派対立

から脱出しぎれぬ荷国の誕！［＇ーのかげに埋れf：民捗、統ーへの必

死の試みに，ノ＋：;t；は新たな光を点てている。
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